
生駒市規則第２８号 

 生駒市個人番号利用条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成２８年６月２９日 

生駒市長 小 紫 雅 史    

 

   生駒市個人番号利用条例施行規則の一部を改正する規則 

生駒市個人番号利用条例施行規則（平成２７年１２月生駒市規則第３５号）の

一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   生駒市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例施行規則 

 第１条中「生駒市個人番号利用条例」を「生駒市個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関する条例」に改める。 

 第３条の前の見出しを「（条例別表第１の規則で定める事務）」に改め、同条 

中「別表」を「別表第１」に改める。 

 第４条から第７条までの規定中「別表」を「別表第１」に改める。 

 第７条の次に次の４条を加える。 

第８条 条例別表第１の６の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

 (1) 低所得の要介護者及び要支援者に対して居宅サービス等の利用者負担額

を軽減する事業における介護サービス利用者支援事業費の支給申請に係る事

実についての審査に関する事務 

 (2) 低所得の要介護者及び要支援者に対して居宅サービス等の利用者負担額

を軽減する事業における介護サービス利用者支援事業費の支給決定通知書の

交付に関する事務 

 (3) 低所得の要介護者及び要支援者に対して居宅サービス等の利用者負担額

を軽減する事業における介護サービス利用者支援事業費の支給に関する事務 



 (4) 低所得の要介護者及び要支援者に対して居宅サービス等の利用者負担額

を軽減する事業における軽減額の返還に関する事務 

 (5) 社会福祉法人等が低所得の要介護者、要支援者及び介護予防・生活支援

サービス事業対象者（以下「要介護者等」という｡)に対して介護保険サービ

スの利用者負担額を軽減する事業における社会福祉法人等利用者負担軽減の

対象確認申請に係る事実についての審査に関する事務 

 (6) 社会福祉法人等が低所得の要介護者等に対して介護保険サービスの利用

者負担額を軽減する事業における社会福祉法人等利用者負担軽減の対象決定

通知書及び確認証の交付に関する事務 

 (7) 社会福祉法人等が低所得の要介護者等に対して介護保険サービスの利用

者負担額を軽減する事業における軽減額の返還に関する事務 

第９条 条例別表第１の７の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

 (1) 私立幼稚園に就園する園児の保育料等を減免する幼稚園設置者に対して

補助金を交付する事業における幼稚園就園奨励費補助金の交付申請に係る事

実についての審査に関する事務 

 (2) 私立幼稚園に就園する園児の保育料等を減免する幼稚園設置者に対して

補助金を交付する事業における幼稚園就園奨励費補助金の認定通知書の交付

に関する事務 

 (3) 私立幼稚園に就園する園児の保育料等を減免する幼稚園設置者に対して

補助金を交付する事業における補助金の交付に関する事務 

第１０条 条例別表第１の８の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 

 (1) 就学が困難と認められる児童又は生徒の保護者に対して就学援助費を支

給する事業における就学援助費の受給申請に係る事実についての審査に関す

る事務 

 (2) 就学が困難と認められる児童又は生徒の保護者に対して就学援助費を支



給する事業における就学援助費の支給の認定に関する事務 

 (3) 就学が困難と認められる児童又は生徒の保護者に対して就学援助費を支

給する事業における就学援助費の支給に関する事務 

 (4) 就学が困難と認められる児童又は生徒の保護者に対して就学援助費を支

給する事業における就学援助費の支給の停止に関する事務 

 (5) 就学が困難と認められる児童又は生徒の保護者に対して就学援助費を支

給する事業における就学援助費の返還に関する事務 

 （条例別表第２の規則で定める事務及び情報） 

第１１条 条例別表第２の１の項の規則で定める事務は、就学が困難と認められ

る児童又は生徒の保護者に対して就学援助費を支給する事業における就学援

助費の受給申請に係る事実についての審査に関する事務とし、同項の規則で

定める情報は、次に掲げる情報とする。 

 (1) 当該審査に係る児童若しくは生徒の保護者又は当該保護者と同一の世帯

に属する者に係る生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１９条第１項

の保護の実施、同法第２４条第１項の保護の開始若しくは同条第９項の保護

の変更、同法第２５条第１項の職権による保護の開始若しくは同条第２項の

職権による保護の変更又は同法第２６条の保護の停止若しくは廃止に関する

情報 

 (2) 当該審査に係る児童若しくは生徒の保護者又は当該保護者と同一の世帯

に属する者に係る市民税（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第５条第

２項第１号に掲げる市町村民税（個人に係るものに限る｡)に該当するものを

いう｡)に関する情報 

 別表第１の１の項中「（昭和２５年法律第１４４号）」及び「（昭和２５年法

律第２２６号）」を削り、同表に次のように加える。 

６ 市長 介 護 保 険 法 （ 平 成 ９ 年 生活保護関係情報、地方税関係情



法 律 第 １ ２ ３ 号 ） に よ る

保 険 給 付 に 係 る サ ー ビ ス

の 利 用 者 負 担 額 を 軽 減 す

る事業に関する事務 

報又は介護保険法による保険給付の

支給、地域支援事業の実施若しくは

保険料の徴収に関する情報（以下「

介護保険給付等関係情報」という｡) 

７ 市長 私 立 幼 稚 園 に 就 園 す る

園 児 の 保 育 料 等 を 減 免 す

る 幼 稚 園 設 置 者 に 対 し て

補 助 金 を 交 付 す る 事 業 に

関する事務 

生活保護関係情報又は地方税関係

情報 

 別表第２の１の項中「介護保険法（平成９年法律第１２３号）による保険給付

の支給、地域支援事業の実施若しくは保険料の徴収に関する情報（以下「介護保

険給付等関係情報」という｡)」を「介護保険給付等関係情報」に改める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 


